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２．会社の現況
（5）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（業務の適正を確保するための体制）
1.取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
当社は、経営の基本方針に則った「企業行動規範」を制定し代表取締役がその

精神を取締役・使用人をはじめグループ会社全員に継続して周知徹底することに
より、定款・法令及び社会倫理の遵守を企業活動の根幹と位置付け徹底する。
代表取締役は、管理担当役員をコンプライアンスに関する総括責任者として指

名し、全社横断的なコンプライアンス体制の構築、維持・整備及び問題点の把握
に努める。
監査役及び内部監査室は連絡を密にし、コンプライアンス体制の状況調査、法

令及び定款上の問題及び矛盾の有無を確認し、取締役会に報告する。取締役会
は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。
また、当社は取締役及び使用人が法令もしくは定款に抵触する行為等を認めら

れたとき、それを告発しても、当該人に不利益な扱いを受けない旨の、「社内通
報制度」を制定する。

2.取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
取締役及び使用人の職務執行に係わる文書（電磁的記録を含む）の保存及び管

理の取扱については、取締役会において定めるものの他、文書管理に関する「文
書管理規程」を必要に応じて適時見直し整備、作成、保管及び廃棄等の取扱をよ
り明確にする。
これとともに意思決定に係わる文書の申請、回付、決裁等は個別の制度を定め

る。
尚、取締役及び監査役等は法令で定める場合の他、随時これらの文書を閲覧す

ることができ、重要な文書の取扱に関する社内規程の改廃には、取締役会の承認
を必要とする。
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3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制
経営活動の継続的発展を脅かす恐れのあるあらゆる損失の危険（リスク）を総

合的かつ適切に認識し対応するために、リスク管理に関する規程を制定し、事業
運営リスク及び個別リスクに対する基本的な管理システムを整備する。
またグループ各社及び事業部の代表者を責任者とする横断的組織を確立し、重

大なリスクの未然防止、再発防止に努め事業の継続発展を確保する態勢を整備す
る。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
経営計画や全社的に影響を及ぼすような重要事項については、取締役会及び取

締役・監査役並びに主要子会社の代表者等により構成されるグループ経営会議を
開催し、総合的な検討を行う。また、施策及び業務の効率化を推進するため必要
な会議を定期または随時に開催し、情報の共有化をはかり業務遂行を阻害する要
因の分析とその改善を行う。
同時に、業務の効率化に必要となる情報インフラの整備、構築を図る。

5.当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社子会社の管理を行う。
また、当社及び子会社における円滑なグループ企業経営を促進するために、人

材、資金及び情報等の統制環境を整備するとともに、海外法人を含む関係会社に
対し、当社の方針及び経営理念の指導・啓蒙を行うため定期または随時に関係会
社連絡会議を開催する。
さらに、関係会社の管理の進捗状況を定期的に取締役会及び経営会議において

報告する。監査役と内部監査室は、定期または随時に関係会社管理体制を監査
し、取締役会及び関係会社連絡会議で報告する。

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役がその職務を補助すべき会計に精通した使用人を置くことを求めた場

合、取締役会は監査役と協議のうえ、指名された使用人は監査役付として職務に
専念する。
監査役が指定する補助期間中での指揮権は監査役に委譲されたものとし、取締

役及び他の者の指揮命令は受けないものとする。
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7.取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す
る体制、その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役または使用人は、法定の事項に加え、当社及び関係会社各社に重大な影

響を及ぼす恐れのある事項、内部監査の実施状況、重大な社内通報等を速やかに
監査役に報告する体制を整備する。
従業員等は、監査役の監査に対して、職務の実施状況を正確に報告し、その職

務に係わる資料等を開示する。また、監査役は必要に応じて会計監査人、弁護士
その他の専門家と相談し、重要な改善策を取締役会に具申する。
さらに、監査役にその職務を補助すべき使用人が必要な場合は、監査業務の専

門性、独立性に配慮し、当該使用人の人材選定にあたり監査役と協議する。

8.財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制

報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムを構築する。
また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば、必

要な是正を行うことにより、金融商品取引法及びその他関連法令等に対する適合
性を確保するものとする。

9.反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して

は、毅然とした態度で臨み、一切の取引や関係を持たないことを基本方針とす
る。
また、警察、顧問弁護士等の外部の専門機関及び近隣の企業等との情報交換等

を通じ、反社会的勢力に関する情報収集を日常的に行う等、緊密に連携をとり、
体制の強化を図るものとする。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

1.内部統制システム全般
当社及びグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部

監査室がモニタリングし、改善を進めております。
2.コンプライアンス

当社は、当社及びグループ各社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコン
プライアンスについて、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び
定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。また、当社は内部通報
規程により、相談・通報体制を設けており、グループ各社もこの相談・通報体制
を利用することでコンプライアンスの実効性向上に努めております。
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3.リスク管理体制
経営における重大な損失、不利益等を最小限にするため、リスクの把握・評

価・対応策等によるリスク管理を適宜取締役会で協議を行うなど、リスク管理の
強化を図っております。

4.内部監査
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ各社の内部監

査を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 992,597 1,823,945 22,838,855 △3,448,320 22,207,077

当期変動額

剰余金の配当 △688,323 △688,323
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,241,402 2,241,402

自己株式の取得 △701,291 △701,291

自己株式の処分 △30,778 741,326 710,548
連結子会社株式の取得による
持分の増減 △53,836 △53,836

連結子会社株式の売却による
持分の増減 124,851 124,851

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − 40,236 1,553,079 40,035 1,633,351

当期末残高 992,597 1,864,182 24,391,935 △3,408,285 23,840,429

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 64,947 49,075 △6,603 107,420 1,312,848 23,627,347

当期変動額

剰余金の配当 △688,323
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,241,402

自己株式の取得 △701,291

自己株式の処分 710,548
連結子会社株式の取得による
持分の増減 △40,201 △94,038
連結子会社株式の売却による
持分の増減 54,133 178,984
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △79,829 59,536 39,607 19,315 252,223 271,539

当期変動額合計 △79,829 59,536 39,607 19,315 266,155 1,918,822

当期末残高 △14,881 108,612 33,004 126,735 1,579,004 25,546,169
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数 ８社
②主要な連結子会社の名称 株式会社トリムエレクトリックマシナリー

株式会社トリムライフサポート
広州多寧健康科技有限公司
PT.SUPER WAHANA TEHNO
株式会社ステムセル研究所
ストレックス株式会社
株式会社トリムメディカルインスティテュート

当社の連結子会社でありました株式会社トリムメディカルホールディングス
は、2025年２月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、
当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の関連会社の数 ４社
②主要な会社等の名称 多寧生技股份有限公司

株式会社南国市産業振興機構
漢琨國際控股有限公司
日中医療開発株式会社

③持分法を適用していない関
連会社の名称等

ヒューマンライフコード株式会社

持分法を適用していない理由 持分法を適用していない会社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い
ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しております。

④持分法の適用の手続につい
て特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と
異なる会社については、各社の直近の事業年度に
係る計算書類を使用しております。

（3）子会社の事業年度等に関する事項
子会社のうち連結決算日と決算日が異なるのは、広州多寧健康科技有限公司、
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PT.SUPER WAHANA TEHNO（共に決算日は12月31日）であります。
なお、連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を基礎とし、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行うこと
としております。

（4）重要な会計方針に関する事項
①有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
（市場価格のない株式等以
外のもの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

（市場価格のない株式等） 移動平均法による原価法
②棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・原材料 主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）

貯蔵品 主として最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算定）

③固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産
を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 15〜47年

無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。
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④重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度
の支給額のうち当連結会計年度対応額を計上する支
給見込額基準によっております。

製品保証引当金 販売済製品の無償修理費用に備えるため、過去の実
績率に基づく無償修理見込額を計上しております。

株式報酬引当金 従業員に対する将来の当社株式の交付に備えるた
め、株式交付規程に基づき、支給見込額のうち当連
結会計年度末までに発生していると認められる額を
計上しております。

役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、当社及び国内連結子会社は内規に基づく当連結
会計年度末要支給額を計上しております。

⑤重要な収益及び費用の計上基準
ウォーターヘルスケア事業

主に電解水素水整水器及びカートリッジの販売やボトルドウォーターの販売
を行っております。電解水素水整水器の販売については、顧客との契約に基づ
く当該製品の販売及び修理保証サービスの提供が含まれており、それぞれ独立
した履行義務として識別しております。
電解水素水整水器の販売については製品が着荷又は取付が完了し、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しております。電解水素水整水器に関する
修理保証サービスについては履行義務が時の経過に応じて充足されるため、保
証期間にわたり均等按分し収益を認識しております。カートリッジやボトルド
ウォーターの販売については製品が着荷し、完全に履行義務を充足した時点で
収益を認識しております。
また、取引の対価はいずれも概ね３か月以内に受領しており重要な金融要素

は含まれておりません。なお、割賦販売による場合においても契約単位で重要
性に乏しく金融要素の影響について約束した対価の額の調整は行っておりませ
ん。
電解水素水整水器の販売に関して取引価格の履行義務への配分額の算定にあ

たっては、製品原価と無償保証期間に発生が見込まれるコストにそれぞれの利
益相当額を加算して独立販売価格の見積りを行っており、当該独立販売価格の
比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に配分しております。
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電解水素水整水器の販売契約において、保証期間内に生じた製品の欠陥によ
る故障に対して無償で修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当
該保証義務は、製品が顧客との契約に定められた仕様に従って意図したとおり
に機能するという保証を顧客に提供するものであるため、製品保証引当金とし
て認識しております。なお、製品の保証期間の延長を行う場合、当該保証は別
個の履行義務として取引価格を配分し、保証期間にわたり収益を認識しており
ます。

医療関連事業
主にさい帯血の細胞分離、さい帯の細胞処理及び当該細胞の保管サービスを

行っております。さい帯血の細胞分離及びさい帯の細胞処理については、顧客
との契約に基づき、顧客から預かったさい帯血の細胞分離又はさい帯の細胞処
理を行う義務を負っております。当該履行義務はさい帯血の細胞分離又はさい
帯の細胞処理が完了した一時点で充足されるものであり、細胞分離又は細胞処
理が完了した時点において収益を認識しております。
細胞保管については、顧客との契約に基づき、顧客から預かり、細胞分離又

は細胞処理した細胞を契約期間にわたり保管する義務を負っております。当該
履行義務は時の経過に応じて履行義務が充足されるため、契約期間にわたり按
分して収益を認識しております。
取引の対価は、主に細胞分離又は細胞処理の履行義務充足後に支払いを要求

しており、概ね１か月以内に受領していることから重要な金融要素は含まれて
おりません。なお、分割払いにより支払われる場合においても、契約単位で重
要性に乏しく、金融要素の影響について約束した対価の額の調整は行っており
ません。

⑥その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る負債は、当社及び連結子会社の従業

員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（５年）に基づく定率法により、それぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理しております。

のれんの償却方法及び償却期間 15年〜20年間の定額法により償却しております。
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２．追加情報
（株式給付信託（J-ESOP）に係る取引）

当社は、2023年３月１日開催の取締役会決議に基づき、従業員に対して自社の株
式を給付する従業員インセンティブプラン「株式給付信託(J-ESOP)」（以下「本制
度」という）を2023年３月17日より導入しております。
（1）取引の概要

本制度は、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に
した信託型のスキームであり、予め当社及び当社の一部の子会社が定めた株式給付
規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し当社株式及び当社株式を時価で
換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」という）を給付する仕組みです。
当社及び当社の一部の子会社は、従業員に対し勤続年数及び職位等に応じてポイ

ントを付与し、一定の条件（ポイント付与後３年経過時）により受給権を取得した
ときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。従業員に対し給付す
る株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産と
して分別管理するものとします。
本制度の導入により、従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、これまで以

上に意欲的に業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の当連結会計
年度末の帳簿価額及び株式数は、1,292,639千円、432,900株であります。

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）に係る取引）
当社は、2024年12月20日開催の取締役会決議に基づき、人的資本経営の一環と

して、また、当社及び当社の子会社の従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上
へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充、及び株主としての資本参加による従業員
の勤労意欲高揚を通じた当社の恒常的な発展を促すことを目的として、「信託型従業
員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）」（以下、「本プラン」という）を2024年
12月20日より導入しております。
（1）取引の概要

本プランは、「日本トリム従業員持株会」（以下、「本持株会」という）に加入す
るすべての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社
が信託銀行に「日本トリム従業員持株会専用信託口」（以下、「E-Ship信託」とい
う）を設定し、E-Ship信託は、今後10年間にわたり本持株会が取得すると見込ま
れる規模の当社普通株式を、取引先金融機関からの借入金を原資として当社からの
第三者割当によって予め取得します。その後は、E-Ship信託から本持株会に対して
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継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点でE-Ship信託内に株式
売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者
適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、E-Ship信託が当社普通株式を
取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落によりE-Ship信託
内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点においてE-Ship信託内に当該株式売
却損相当の借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済することになります。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の当連結会計
年度末の帳簿価額及び株式数は、691,334千円、187,100株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度 693,740千円
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３．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
ウォーターヘルスケア事業 医療関連事業 合計

主要な財又はサービスのライン
電解水素水整水器 9,216,406 − 9,216,406
カートリッジ 5,613,430 − 5,613,430
ボトルドウォーター 3,701,400 − 3,701,400
細胞分離技術料 − 2,036,776 2,036,776
その他 1,034,471 861,346 1,895,817

顧客との契約から生じる収益 19,565,707 2,898,123 22,463,830
外部顧客への売上高 19,565,707 2,898,123 22,463,830
収益認識の時期
一時点で移転される財又はサービス 19,309,668 2,424,143 21,733,812
一定期間にわたり移転されるサービス 256,039 473,979 730,018
顧客との契約から生じる収益 19,565,707 2,898,123 22,463,830
外部顧客への売上高 19,565,707 2,898,123 22,463,830
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（2）収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表の「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等 (4)重要な会計方針に関する事項 ⑤重要な収益及び費用の計上基準」に
同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度（期首）
（2024年４月１日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

顧客との契約から生じた債権
受取手形 27,670 19,057
売掛金 5,730,431 6,324,533

5,758,101 6,343,591
契約負債
前受金 3,702,438 4,072,488

（注）1. 契約負債は主に、役務提供時に収益を認識する、電解水素水整水器の修理保証サービ
スや細胞保管サービスに関し受領した対価に関連するものであります。契約負債は、
収益の認識に伴い取り崩されます。

2. 契約負債の増減は、主として前受金の受取り（契約負債の増加）と、収益認識（同、
減少）により生じたものであります。

3. 当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は
539,126千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
電解水素水整水器の販売においては、残存履行義務に配分した取引価格の注記

にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年を超える重
要な取引はないため、残存履行義務に配分した取引価格に関する注記を省略して
おります。また、電解水素水整水器の修理保証サービス及び細胞保管サービスに
ついては、契約に定められた定額の保証料及び保管料を請求しており、顧客に移
転した保証サービス及び保管サービスの価値に直接対応する金額で顧客から対価
を受ける権利を有しており、当該請求する権利を有している金額で収益を認識し
ていることから、実務上の便法に従い残存履行義務に配分した取引価格に関する
注記を省略しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 3,399,077千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普通株式 8,656,780 − − 8,656,780

（2）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2024年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 688,323 85 2024年３月31日 2024年６月26日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カス
トディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金36,796千円が含まれて
おります。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度となるもの
2025年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。

・配当金の総額 1,077,378千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 130円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月25日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カスト
ディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金56,277千円、「信託型従業員
持株インセンティブ・プラン（E-Ship）」の信託財産として野村信託銀行株式会社（日
本トリム従業員持株会専用信託口）が保有する当社株式に対する配当金24,323千円が
含まれております。
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要な資金は主として自己資金により手当てしております。
一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行っておりませ
ん。

②金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当社は、債権管理規程に従い、営業債権について管理本部が主要な取引先の
状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。ま
た、割賦販売に関しては、信販会社との保証契約により顧客の信用リスクをヘッ
ジしております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の
管理を行っております。
また海外子会社の取引により生じた外貨建ての営業債権は、その相手先が同国

の取引先であることから、為替の変動リスクはありません。
有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び投資目的の株式の

保有であり、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に市場価格、プ
レス発表をモニタリングし、リスク回避を心掛けております。なお、当社グルー
プはデリバティブ取引を行っておりません。
当社グループは、主として自己資金で運用しており、各部署からの報告に基づ

き経理部が適時に資金繰計画の作成・更新を行い、手許流動性を管理しておりま
す。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日現在（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のな
い株式等は、次表には含まれておりません（(注1)参照）。また、現金は注記を省
略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。
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（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

①受取手形及び売掛金 6,343,591
貸倒引当金（※１） △8,202
差引 6,335,388 6,241,218 △94,170

②有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 1,504,035 1,489,650 △14,385
その他有価証券 512,853 512,853 −

資産計 8,352,278 8,243,721 △108,556
（※１）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注1）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 291,561
これらについては「②有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（注2）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
受取手形及び売掛金 3,199,608 2,857,795 286,187 −
有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券（社債） 1,000,000 500,000 − −

合計 4,199,608 3,357,795 286,187 −
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（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 22,973 − − 22,973
社債 − 489,880 − 489,880

資産計 22,973 489,880 − 512,853

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形及び売掛金 − 6,241,218 − 6,241,218
有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券
社債 − 1,489,650 − 1,489,650

資産計 − 7,730,868 − 7,730,868
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
受取手形及び売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用
リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。

有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市
場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベ
ル２の時価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、三重県伊勢市等の地域において、賃貸店舗（土地を含む）を有して
おります。2025年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は
62,917千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）で
あります。減損損失の計上はありません。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
1,422,641 △3,630 1,419,011 738,000

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当期増減額のうち、当連結会計年度の増加額は資本的支出による増加（11,363千円）

であり、減少額は減価償却費（14,994千円）であります。
3. 時価の算定方法

社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を用いて調整を行
い、時点修正した金額を含む）であります。
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８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,125円80銭
１株当たり当期純利益 292円41銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（J-ESOP）及び信託
型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）に残存する当社株式は、１株当たり
純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、それぞれ控除する自己株式数に含めて
おります。なお、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数
は620,000株、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株
式数は475,270株であります。

９．企業結合等に関する注記
（共通支配下の取引等）
当社は、2024年11月30日開催の取締役会において、当社を存続会社とし、当社の

完全子会社である株式会社トリムメディカルホールディングスを吸収合併することを決
議し、2025年２月１日に吸収合併いたしました。

（1）取引の概要
①結合当事企業の名称及びその事業内容

結合企業の名称 株式会社日本トリム
事業の内容 電解水素水整水器等を中心とした健康機器販売及びそれに

関連する附属品等の販売
被結合企業の名称 株式会社トリムメディカルホールディングス
事業の内容 先進的医療関連事業を展開する子会社の管理・運営

②企業結合日
2025年２月１日

③企業結合の法的形式
当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社トリムメディカルホールデ

ィングスは解散いたしました。
④結合後企業の名称

株式会社日本トリム
⑤その他取引の概要に関する事項

当社グループにおける管理業務等の一層の効率化を図るため、吸収合併するこ
とといたしました。

（2）実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用
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指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理してお
ります。
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株主資本等変動計算書（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計任意積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 992,597 600,723 600,723 248,149 8,970,000 10,598,459 19,816,608

当期変動額

剰余金の配当 △688,323 △688,323

当期純利益 1,588,030 1,588,030

自己株式の取得

自己株式の処分 △30,778 △30,778

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − △30,778 △30,778 − − 899,706 899,706

当期末残高 992,597 569,945 569,945 248,149 8,970,000 11,498,165 20,716,315

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △3,448,320 17,961,609 7,509 7,509 17,969,118

当期変動額

剰余金の配当 △688,323 △688,323

当期純利益 1,588,030 1,588,030

自己株式の取得 △701,291 △701,291 △701,291

自己株式の処分 741,326 710,548 710,548

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △7,509 △7,509 △7,509

当期変動額合計 40,035 908,964 △7,509 △7,509 901,454

当期末残高 △3,408,285 18,870,573 − − 18,870,573
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
（市場価格のない株式等以外の
もの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）

（市場価格のない株式等） 移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品 総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により
算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除
く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15〜47年

無形固定資産（リース資産を除
く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年
度の支給額のうち当事業年度対応額を計上す
る支給見込額基準によっております。

製品保証引当金 販売済製品の無償修理費用に備えるため、過
去の実績率に基づく無償修理見込額を計上し
ております。

株式報酬引当金 従業員に対する将来の当社株式の交付に備え
るため、株式交付規程に基づき、支給見込額
のうち当事業年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく当事業年度末要支給額
を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務の見込額に基づき計
上しております。なお、退職給付債務の算定
にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。
数理計算上の差異については、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定年数（５年）に基づく定率法により、
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して
おります。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
主に電解水素水整水器及びカートリッジの販売を行っております。電解水素水

整水器の販売については、顧客との契約に基づく当該製品の販売及び修理保証サ
ービスの提供が含まれており、それぞれ独立した履行義務として識別しておりま
す。
電解水素水整水器の販売については製品が着荷又は取付が完了し、完全に履行
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義務を充足した時点で収益を認識しております。電解水素水整水器に関する修理
保証サービスについては履行義務が時の経過に応じて充足されるため、保証期間
にわたり均等按分し収益を認識しております。カートリッジの販売については製
品が着荷し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
また、取引の対価はいずれも概ね３か月以内に受領しており重要な金融要素は

含まれておりません。なお、割賦販売による場合においても契約単位で重要性に
乏しく金融要素の影響について約束した対価の額の調整は行っておりません。
電解水素水整水器の販売に関して取引価格の履行義務への配分額の算定にあた

っては、製品原価と無償保証期間に発生が見込まれるコストにそれぞれの利益相
当額を加算して独立販売価格の見積りを行っており、当該独立販売価格の比率に
基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に配分しております。
電解水素水整水器の販売契約において、保証期間内に生じた製品の欠陥による

故障に対して無償で修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保
証義務は、製品が顧客との契約に定められた仕様に従って意図したとおりに機能
するという保証を顧客に提供するものであるため、製品保証引当金として認識し
ております。なお、製品の保証期間の延長を行う場合、当該保証は別個の履行義
務として取引価格を配分し、保証期間にわたり収益を認識しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会

計処理の方法は、連結計算書類におけるこれ
らの会計処理の方法と異なっております。

２．追加情報
（株式給付信託（J-ESOP）に係る取引）
連結注記表「２．追加情報」に記載している内容と同一のため、記載を省略してお

ります。

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）に係る取引〜
連結注記表「２．追加情報」に記載している内容と同一のため、記載を省略してお

ります。

３．収益認識に関する注記
連結注記表「３．収益認識に関する注記」に記載している内容と同一のため、記載

を省略しております。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する短期金銭債権 42,292千円

関係会社に対する短期金銭債務 649,539千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,094,794千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高 売上高 148,703千円

仕入高 4,167,197千円
その他の営業取引高 1,412,478千円
営業取引以外の取引高 121,520千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 991,758 189,798 192,300 989,256

（注）１．普通株式の自己株式数には「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日
本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（当事業年度期首432,900株、当
事業年度末432,900株）が含まれております。

２．当事業年度末における普通株式の自己株式数には「信託型従業員持株インセンティ
ブ・プラン（E-Ship）」の信託財産として野村信託銀行株式会社（日本トリム従業員
持株会専用信託口）が保有する当社株式187,100株が含まれております。

３．増加の内訳は、次のとおりであります。
野村信託銀行株式会社（日本トリム従業員持株会専用信託口）によ
る当社株式の取得による増加

189,700株

単元未満株式の買取による増加 98株
減少の内訳は、次のとおりであります。
野村信託銀行株式会社（日本トリム従業員持株会専用信託口）への
当社株式の処分による減少

189,700株

野村信託銀行株式会社（日本トリム従業員持株会専用信託口）から
当社持株会への売却による減少

2,600株
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７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 27,883千円
賞与引当金 34,027千円
株式報酬引当金 43,913千円
役員退職慰労引当金 68,052千円
退職給付引当金 105,997千円
未払事業税 18,806千円
関係会社株式 34,184千円
その他 54,423千円
繰延税金資産小計 387,288千円
評価性引当額 △41,183千円
繰延税金資産合計 346,104千円

繰延税金資産の純額 346,104千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主
な項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等の永久差異項目 0.3
住民税均等割 0.4
受取配当金益金不算入 △1.4
税額控除 △0.6
連結子会社合併による影響額 △5.6
抱合せ株式消滅差損 3.3
その他 △0.4
税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.6

（3）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月

31日に国会で成立し、2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法
人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異等に係る繰延税金資産については、法定実効税率を30.6％から31.5％
に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産が7,028千円増加し、法人税等調
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整額が7,028千円減少しております。

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：千円）
属性 名称 議決権の所有

(被所有)割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社トリム
エレクトリック
マシナリー

所有

直接100％
製品の仕入等
役員の兼任

製品仕入高
（注） 4,167,197 買掛金 513,416

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）株式会社トリムエレクトリックマシナリーは当社製品の製造子会社となります。製品

の仕入については、製造原価を勘案して価格交渉のうえ、決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,461円10銭
１株当たり当期純利益 207円17銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（J-ESOP）及び信託型従
業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）に残存する当社株式は、１株当たり純資産額
及び１株当たり当期純利益の算定上、それぞれ控除する自己株式数に含めております。な
お、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は620,000株、
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は475,270株
であります。
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